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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：フィジー共和国 案件名：南太平洋大学 ICT キャパシティビルデ

ィングプロジェクト 

分野：情報通信技術 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済基盤開発部運輸交通・情報通

信グループ 

協力金額（評価時点）：3.7 億円 

協力期間 

（R/D）：2010 年 2 月 1 日～2013

年 1 月 31 日 

先方関係機関：南太平洋大学 

（延長）： 日本側協力機関：JPCERT/CC1/熊本大学 

（F/U）： 他の関連協力：（無償）南太平洋大学情報通信

技術センター整備計画 

１－１ 協力の背景と概要 

南太平洋大学（The University of the South Pacific：USP）は、1968 年に地域島嶼国 12 カ国が

それぞれ資金を拠出し共同設立した域内最高水準の国際高等教育機関である。USP は、フィジ

ー共和国（以下、「フィジー」と記す）の首都スバの本校舎に域内各国から留学生を受け入れ

るとともに、域内各国の学生に対し衛星通信を利用した遠隔教育（USP-Net）を実施している。

大洋州地域は高等教育機関が少なく、USP の遠隔キャンパスが唯一の高等教育機関である国も

少なくない。 

過去 2002～2005 年には、技術協力プロジェクトとして、コンピューター科学・情報システ

ム教育、遠隔教育、IT（Information Technology：情報技術）研究開発に対する支援が実施され

た。その後も、増加する学生数に対して ICT（Information and Communication Technology：情報

通信技術）関連施設の不足を補うため、わが国の無償資金協力により、大洋州における情報通

信技術の中核施設となる「Japan-Pacific ICT センター」（以下、「ICT センター」）を建設し、

JICA は 2010 年 2 月から 2013 年 1 月まで、USP をカウンターパート機関として技術協力プロジ

ェクト「南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト」を実施している。本プロ

ジェクトに対し、現在派遣中の 2 名の長期専門家に加え、延べ 20 名程度の短期専門家の派遣

が開始されている。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

USP が改善された ICT 環境を通じて、南太平洋地域の ICT 人的資源開発に貢献する 

 

（2）プロジェクト目標 

1．魅力的な CS（Computing Science：コンピューター科学）/IS（Information Systems：情報シ

ステム）コースが大洋州地域に提供される 

2．USP の ICT サービス提供能力が強化される 

                                                        
1 Japan Computer Emergency Response Team/Coordination Center（JPCERT コーディネーションセンター） 
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（3）アウトプット 

1．新しい国際認定レベルの BNC（Bachelor of Net-centric Computing：ネットセントリックコ

ンピューター学士）/BSE（Bachelor of Software Engineering：ソフトウェアエンジニアリン

グ学士）学士号プログラムが提供される 

2．USP-Net（遠隔教育システム）が効率的に利用され、ITS（IT Services：IT サービス部）の

サービス提供が向上する 

3．遠隔教育において新 ICT 技術が活用され、推進される 

4．Japan-Pacific ICT センターの運営方針及びサービス体制が確立される 

 

（4）投入（評価時点） 

 日本側：総投入額 3.7 億円 

  長期専門家派遣 2 名 機材供与 約 3,900 万円 

  短期専門家派遣 計 23 名 ローカルコスト負担 約 280 万円 

  研修員受入れ 10 名 

 相手国側： 

  カウンターパート配置 21 名 機材購入：機材に係る VAT（付加価値税）負担 

  土地・施設提供：専門家執務室 ローカルコスト負担  17 万 2,780 フィジードル（FJD）

その他：衛星通信費用（プロジェクト開始後から 2012 年 7 月末現在 48 万 2,030FJD）、ICT

センタースタッフ人件費（年間 49 万 3,000FJD）、ICT センター運営費（年間 60 万 4,100FJD）

 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長・総括：新関 良夫 JICA 国際協力専門員 

協力企画： 吉田 健太郎 JICA フィジー事務所所員 

評価分析： 織本 厚子 株式会社日本開発サービス調査部研究員 

調査期間 2012 年 7 月 31 日〜2012 年 8 月 17 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）投 入 

日本側の専門家派遣、本邦研修及び機材投入（衛星設備等）について、予定されていたよ

りも多くの機材投入が行われたが、内容は適切で効果的に投入された。タイミングについて

は、チーフアドバイザー派遣が 7 カ月遅れたことを除き、適当であった。チーフアドバイザ

ー不在中は、USP 側及び日本側の努力により大きな影響なく進めることができた。 

USP 側は、プロジェクトディレクター（コンピューター・情報・数理学科長兼 ICT センタ

ー長）が、2010 年 5 月以降空席状態となっている以外は、PDM で定められたとおりのイン

プットを実施している。プロジェクトディレクター業務は、コンピューター科学・情報シス

テム・数理学科（School of Computing, Information Systems and Mathematical Sciences：SCIMS）

長と ICT センター長に分離され、2012 年 1 月に ICT センター長が着任し、ビジネスプラン

の作成及びビジネスインキュベーションのリーダーとなっている。また、USP のプロジェク

トと直接かかわるインプットのなかで、3 年間の太平洋地域コンピューター緊急対応センタ

ー（Pacific Computer Emergency Response Team：PacCERT）職員（2 名）給与をコミットした
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ことは特筆に値する。 

 

（2）アウトプット 

現行プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）のアウトプッ

ト指標の達成レベルは、既に達成しているもの及びプロジェクト完了までに達成する可能性

が高いものがほとんどであった。ただし、アウトプット達成の指標のなかには、USP の学年

末（12 月）までデータが揃わないものやサンプルを定めて定量的な調査を実施する必要があ

る項目があるため、エンドライン調査（2012 年 11 月中旬から 12 月上旬を想定）において結

果を確定する必要がある。 

現在、達成が不明確な指標としては、指標 4-1（ICT センターの運用計画が策定され承認さ

れた事実）があり、プロジェクト終了時には部分的に達成されることが予想される指標には、

指標 4-3（すべてのインキュベーションスペースが占有され、占有しているテナントが、ICT

センターから受けるサービスや支援に満足している）がある。 

 

（3）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標の指標の達成状況については、エンドライン調査において定量的な結果

を確定する必要があるものの、本調査範囲（トンガキャンパス視察、インタビュー及び質問

票調査）において、プロジェクト完了前にすべての指標が達成される可能性は高いと判断さ

れるため、プロジェクト目標は達成できると考えられる（「指標 1. BNC/BSE 学士号コース

が国際的な認定機関により単位を認められる」は達成した）。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

以下の理由により妥当性は非常に高いと考えられる。 

パシフィック・プランにおける大洋州地域デジタル戦略や、USP における戦略計画及び 3

カ年計画とも合致している。日本の援助の方向性に関しては、第 5 回日本・太平洋諸国フォ

ーラム（PALM5）の首脳宣言における「持続的な開発」に沿っており、PALM6 の「持続可

能な開発及び人間の安全保障」に引き継がれている。JICA 事業展開計画においても島嶼・遠

隔地教育支援プログラムに沿って案件が形成されている。また、南太平洋地域では USP が ICT

人材育成の中核を担っている点や、わが国が ICT 分野の豊富な知見（技術開発、運用、教育、

啓発等）を有する点を考慮すると、実施機関を USP に定め、CS/IS コースを設立するととも

に、ICT サービス提供能力の強化を図る本プロジェクトは、手段としても適切であると考え

られる。 

 

（2）有効性 

以下の理由により、有効性は比較的高いと考えられる。 

前述の「３－１ 実績の確認（3）プロジェクト目標の達成状況」のとおり、「プロジェ

クトのカウンターパートが離職しない（そのポジションが満たされている）」というアウト

プットレベルの外部要因を満たすか不安材料はあるものの、プロジェクト完了前にすべての

指標が達成される可能性は高いと判断され、プロジェクト目標は達成できると考えられる。
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③ トンガキャンパスの学生数の増加 

上位目標の達成指標の一つにある学生数の増加について、トンガキャンパス中、本島

のトンガタプ本校及びババウ（Vava’u）離島ラーニングセンターにおいては学生数が増

加している。特にババウ離島ラーニングセンターについては、Ku-band 設置後、今まで

トンガタプ（本島）で就学していた学生が、トンガタプでしか受けられなかった講座や

コースを同センターで継続受講することが可能になったため、地元（離島）に戻ったケ

ースが多くみられた。 

 

（5）持続性（見込み） 

以下の点で、持続性は高いと考えられる。 

政治や組織の側面では、パシフィック・プランの大洋州地域デジタル戦略や USP の 2020

年に向けたビジョン等の存在もあり、USP からは長期にわたる継続的なコミットメントが期

待でき、信頼できるカウンターパートである。また、財務的にもプロジェクトの効果持続に

必要な供与機材の経常費用、維持費用等に対する予算の手当て、確保を行っており、問題が

ない。 

技術的な側面においては、カウンターパートの能力は強化され、プロジェクト完了後も活

動を継続することに問題ないとするカウンターパートが大部分であった。しかしながら、カ

ウンターパートのうち、何名か離職者が出たこともあり、技術面での自立発展性は組織面や

財務面での自立発展性と比べると弱い。ただし、UPS も専門家も、離職によるリスクを最初

から勘案し、人材・技術面における自立発展性を確保するために、システムとして持続的に

機能するように配慮したプロジェクト運営がなされている。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

2010 年にトンガで開催された ICT 大臣会合において、ICT センターに PacCERT、太平洋島嶼

国 ICT 規制リソースセンター（Pacific ICT Regulatory Resource Centre：PIRRC）、太平洋諸国電

気通信協会（Pacific Islands Telecommunication Association：PITA）、国際通信連合（International 

Telecommunication Union： ITU）の入居及び、USP と太平洋共同体（Secretariat of Pacific 

Community：SPC）が大洋州地域における ICT 開発を主導することが承認されたことはプロジ

ェクトの実施に正の影響を与えたと考えられており、実際に上記 4 機関が ICT センターに入居

し、ICT に関連する地域国際機関が結集することでシナジー効果が発現し始めている。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

ICT センター長不在問題に関しては、研究・リサーチとマネジメントを兼ねたポジションを

埋めることを断念し、研究・リサーチは、SCIMS の学科長、ICT センターマネジメント全般に

関しては ICT センター長として職務を切り離して公募し、2012 年 1 月にビジネスプランの策定

とインキュベーションを担当する ICT センター長が着任した。 

PacCERT 設立の活動開始はスタッフへの給与が確保できずに遅れたが、現在はその遅れを取

り戻すべく進んでいる。ただし、USP の PacCERT へのスタッフ給与は 3 年間と期限付きであ

るため、その間に自立発展していけるようサポートが必要となっている。また、PacCERT 理事

会メンバー全体のコンセンサスが取れないと前に進めないシステムとなっていることは、今後
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また、プロジェクト目標を達成するのに、有効な貢献要因（地域の ICT 政策が USP を後押

ししていることや情報通信に係る地域機関が ICT センターに集結してシナジー効果が発現し

始めていること）がみられる。 

阻害要因については、ICT センター長不在の期間が長かったこと、PacCERT 立ち上げに時

間がかかり、ささいな日常業務においても理事会全体の合意を取り付ける手続きが必要であ

ること、上記外部要因とも関連しているが SCIMS の教授や講師が離職していることなど、

アプトプット達成に影響を与えていると考えられる要因があるが、現状では、プロジェクト

目標達成を阻むほどの影響は有しない。 

 

（3）効率性 

以下の理由により効率性は中程度であると考えられる。 

ICT センタービジネスプランが策定され承認されるという指標以外は、アウトプット達成

を測る指標はおおむね達成されている。 

前述の「３－１ 実績の確認（1）投入」のとおり、大部分の投入は、その量・質・タイ

ミングともに適切であり着実に実施されている。特にアウトプット 3 については、当初予定

されていたよりも大きな成果を上げ、カウンターパートから高く評価されている。ただし、

活動レベルの外部要因である「ITS、CFDL（Centre for Flexible and Distance Learning：遠隔教

育センター）、SCIMS 及び ICT センターのトップマネジメント関係者がプロジェクトに活発

に参画している」については、ICT センター長が 8 カ月前に着任したばかりであり、まだプ

ロジェクトに活発に参画しているとはいえない。 

 

（4）インパクト 

プロジェクトの上位目標の達成の検証には時期尚早であるが、現時点のアウトプット達成

状況から達成できる見込みであると判断できる。また、現時点ではネガティブなインパクト

はみられず、既に下記 3 点のポジティブなインパクトが発現している。 

① USP のフィジー中高等学校への協力 

アディ・マオパ中高等学校への Ku-band 設置及び USP-Net の提供が開始されている。

USP は、フィジーの公立中高等学校の e-learning をサポートすることが決まっており、

本プロジェクトで技術が向上したカウンターパートにより、プロジェクトの枠を越えた

協力が開始されている。 

② プロジェクトのターゲットグループを超えた裨益 

- トンガのハーパイ（Ha’apai）離島ラーニングセンターは Ha’apai 中高等学校の敷地内

にあるため、Ku-band2が設置されてから、USP の学生だけではなく、中高等学校関係

者、政府関係者等が同センターを利用している。 

- ICT センターで開催されたセミナーやワークショップは、USP スタッフや学生に限ら

ず、外部教育関係者（教職者、学生）、ICT 企業スタッフや政府関係者等にも提供さ

れている。 

 

                                                        
2 無線通信で用いられる周波数帯域のうち、12～18GHz の帯域を使う仕様。これまで USP で主に使用されている C-band に比

べて小型のアンテナ、コンパクトな置局機材での衛星通信が可能だが、C-band に比べて雨の影響を受けやすい。 
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も PacCERT に影響すると考えられる。 

新学士号プログラムのオーストラリアコンピューター学会（Australian Computer Society：

ACS）による仮国際認証後に、3 名の教授・講師が自己都合で離職した。外部要因で認識され

ているものであるが、残された教授、助教授、講師への負担が大きくなっており、早急に人の

手当てが行われないと、プロジェクトに負の影響を与える可能性がある。 

 

３－５ 結 論 

実績の検証、プロジェクトの実施プロセス及び 5 項目評価の結果、プロジェクトはプロジェ

クト期間内にプロジェクト目標を達成できると考えられる。したがって、討議議事録（Record of 

Discussion：R/D）で計画された予定期間のとおり、プロジェクトを終了することが適当である。

 

３－６ 提 言 

（1）プロジェクト終了までに完了させる必要のある活動について 

① ICT センタービジネスプランの策定（USP 側・日本側プロジェクトチームに対する提言）

ICT センターの方向性を決定するために重要であるため、プロジェクトスーパーバイザ

ーを中心に対話と相互理解の下、早急にビジネスプランを策定することが望まれる。 

② 残りの Ku-band 設置の完了（USP 側・日本側プロジェクトチームに対する提言） 

指標では 9 カ所の Ku-band を配置することとなっているが、現状では 6 カ所の配置にと

どまっている。USP としては残りのプロジェクト期間で配置可能としているが、調査団と

して残りの期間で 3 カ所配置することを提言した。 

③ エンドライン調査の実施（JICA への提言） 

プロジェクト目標の指標を達成しているかどうかについては、新学士号コースについて

は、学生の満足度が分かるデータがプロジェクト完了直前まで入手が難しいこと、（ある

程度母集団を限定した）定量的な追加調査が必要であるため、本調査にて確認した評価結

果の確定のために、エンドライン調査（2012 年 11 月中旬から 12 月上旬）を実施する必要

がある。一部の指標では、調査対象が広い（全学生等）ため、適当なスケールを設定して

エンドライン調査を行うよう提言した。 

 

（2）プロジェクト終了後、プロジェクト効果を持続させるために必要となる事項について 

① インキュベーションスペースのテナントに対する継続した支援（USP への提言） 

インキュベーションスペースのテナントが選ばれたが、ビジネスインキュベーションを

成功させるためには、プロジェクト終了後についてもテナントに対する技術的・事務的な

支援を継続する必要がある。 

② 高まりつつある友好・連携関係を正式な形にし、確固なものにする（USP、熊本大学、

PacCERT 及び JPCERT/CC に対する提言） 

本プロジェクトを通じて、熊本大学と CFDL、JPCERT/CC と PacCERT の連携が実現し、

技術移転に大きな成果をもたらした。今後は、これらの連携がさらに深まるように、例え

ば組織間の MoU（覚書）の締結などを通じて関係強化に取り組む必要があることを提言し

た。 
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③ 学生へのサービス向上のため、ICT 施設への投資の継続（USP に対する提言） 

Ku-band 導入により、リモートキャンパスの学習環境が飛躍的に改善されたことが確認

された。しかし、これまでの C-bnad を活用しているキャンパスについては、さらなる環境

の改善の声が聞かれた。今後、リモートキャンパスの学生の増加が期待されるため、引き

続き、ICT 関連機材の改善が必要であることを提言した。 

④ プロジェクトによって発現した効果を地域内に拡大発展していく（USP 及び JICA に対

する提言） 

本プロジェクトでは、新しいプログラムの新設や Ku-band の導入をはじめとする遠隔教

育のインフラ整備を行ってきたが、一部の取り組みはさらなる継続的な取り組みが必要で

ある。2000 年から本分野での支援を続けているが、USP、JICA には引き続き、本セクター

でリードしていく必要があることを提言した。 

 

３－７ 教 訓 

（1）遠隔地支援の強調 

本プロジェクトは、離島部における学習環境改善に大きな成果をもたらした。しかし、今

回のトンガでの調査を通じて、さらなる改善のニーズがあることが分かった。大洋州のよう

な隔離性の高い地域においては、遠隔地に住む直接受益者の意見を吸い上げて案件形成をす

ることが重要である。 

 

（2）プロジェクト実施における相互理解・信頼醸成の重要性 

相互理解や信頼醸成をプロジェクトの早期に築くことは、問題ができた際には、パートナ

ー同士の協働により解決の糸口を早期に発見することが可能となる。 

本プロジェクトにおいては、カウンターパートと直接のコミュニケーションを可能な限り

行い、問合せにはできるだけ早く応対し、威圧的な態度を極力避けることを実践したことで、

相互理解や信頼醸成を確固たるものにできた。このようなコミュニケーションの重要性は当

然のことであるが、場合によっては忘れられやすいことでもあるため、必ず留意する必要が

ある。 

 

 

 




